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再質問では再質問では

　地方分権の立場からも、自治体として指示前に事

前協議が必要と、声を上げるべきと訴えましたが、

付帯決議に期待の様子でした。

　戦後 79 年目を迎え、多国籍軍と自衛隊の合同軍

事演習などのニュースを聞くと、着々と戦争準備が

進められていると感じます。

　全国各自治体で行われている「戦没者追悼式」。昨

年は久方ぶりに参列し、当然ながら遺族会と思われ

る方々の高齢化、会場の空席を感じました。世界に

目を向ければ、戦争は前線で闘う軍人だけでなく、

人々の日常生活を突然奪うのだということがよくわ

かります。

　「戦没者追悼式」は、ただ軍人だけではなく、すべ

ての戦争犠牲者を対象にしていることを再確認。質問

により、最大の人権侵害といえる戦争の悲惨さ、平和

の大切さを次世

代に継承してい

く、平和を祈念

する重要な式典

であるという位

置づけが、明確

に示されました
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地方自治法改正がもたらすもの地方自治法改正がもたらすもの

市を挙げて適切に対処していく！市を挙げて適切に対処していく！

工藤工藤　すず子すず子

　参議院において

地方自治法改正案

が成立したのは 6

月 19 日。私がこ

の一般質問を行っ

たのは、成立直前

の 6 月 17 日でし

た。

　2000 年 に 施

行された「地方分

権法」により、国

と地方自治体の関

係は対等協力とされているものが、改正で指示権

拡大により、対等な関係が損なわれるとの危惧が

あります。

　また指示権が発せられるような事態直前で、本来

自治体が速やかな対応をすべきところ、国の指示待

ちでも困ります。さらに指示に従った結果、生じた

問題の責任は、財源はなど市の影響やその対応を質

問しました。

健康医療部長答弁健康医療部長答弁

　市民の生命・財産をあずかる基礎自治体として大

規模災害や感染症によるパンデミックなどが発生

した場合においては、市民の混乱を来たさぬよう、

市を挙げて適切に対処する必要性があることから

引き続き国会における審議状況や法律案の内容な

ど注視します。

女性軽視の処遇の改善を女性軽視の処遇の改善を

戦没者追悼式と人権の尊重戦没者追悼式と人権の尊重

追悼式の位置づけと今後追悼式の位置づけと今後
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9 月議会の日程表

９月２日 ( 月 )　9 月定例市議会初日

　  3 日 ( 火 ) ～ 9 日 ( 月 )　本会議　一般質問

　 11 日 ( 水 )　総務財務常任委員会

　 12 日 ( 木 )　健康福祉常任委員会　

　 13 日 ( 金 )　教育環境常任委員会　

　 17 日 ( 火 )　建設経済常任委員会

　 18 日・19 日・20 日・24 日 決算特別委員会

26 日 ( 木 )　9 月議会最終日

松戸市政についてご意見やご要望な

どありましたらお気軽に工藤迄お

寄せください。

松戸市議会や工藤鈴子の HP も

ご参照を！

自宅　TEL/FAX　047-368-9362

E-mail kudosuzuko3@gmail.com

HP；httos://kudosuzuko.net

基礎自治体として市民の混乱を来たさぬよう基礎自治体として市民の混乱を来たさぬよう

会計年度任用職員制度会計年度任用職員制度

　市役所内の非正規職員（会計年度任用職員）が増

加していることは、先の議会報告でも触れたとおり

です。とりわけ会計年度任用職員の多くが女性です

が、低賃金を承知で募集に応じており、まるで自己

責任と受け止められています。

                                     　新年度の処遇改善状況

                                     を尋ねると、休暇につい

                                     ては傷病休暇・勤務形態

                                   により、1 年につき最大

                                   10 日、介護休暇は要介

                                     護者一人の場合、1 年度

に最大 5 日間、通算 93 日まで取得可能だがいずれも

無給。賃金は今年度から勤勉手当の支給を開始、時給

単価及び、期末手当率の引き上げを実施したとのこと。

　休暇制度は正規職員は有給休暇であるのと異な

り、会計年度任用職員は無給のため、休暇を取れば

それだけ収入減になり、休みづらい現状です。

　女性軽視とも見える格差、処遇の見直しは不可欠です。

自転車は軽車両　交通ルール順守を自転車は軽車両　交通ルール順守を

　本年 5 月 17 日、道路交通法の改正（自転車の

交通違反に交通反則切符＝青切符＝を交付する）

が参議院本会議で可決、成立。周知期間が設けられ、

2026 年から運用開始の見込みです。

　① 16 歳以上の運転による自転車の交違反に反

則金の導入、② 自転車運転中の携帯使用などな

がら運転に罰則、③　安全な速度の義務付け等々

115 種類程度が対象とのこと。

　今後、周知啓発に学校周りを予定。

　福田村事件に学ぶ実行委員会では、101 年前の「関

東大震災後の虐殺犠牲者」の方々の追悼の集いを、

下記の日程で開催致します。この間学んで来たこと

を振り返り、未来に向けて今一度人権尊重の重要性

を考える集いをと、企画しました。お忙しいかと存

じますが、どうぞご参加お願い致します。

記

日程　2024 年 9 月 1 日 ( 日 ) 午後 2 時半～

会場　　馬橋東市民センター

主催　　福田村事件に学ぶ講演会実行委員会　

       ( 工藤鈴子他超党派の松戸市議・流山市議他 )

　　問い合わせ先　工藤鈴子　松戸市議会議員

　　（TEL/FAX　047‐368-9362）

関東大震災後の虐殺関東大震災後の虐殺
犠牲者追悼の集い犠牲者追悼の集い

                                     　新年度の処遇改善状況                                     　新年度の処遇改善状況

                                     を尋ねると、休暇につい

                                     ては傷病休暇・勤務形態

                                   により、1 年につき最大

                                   10 日、介護休暇は要介

                                     護者一人の場合、1 年度
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旧葛飾橋の側の堤

防。 朝鮮人が陸軍

工兵学校の兵士に

銃殺され川に落ちた

現場近く　

　　万満寺では馬橋駅

で捕えられた 6 人の朝

鮮人のうち 3 人が惨殺

された。 近くでももうひ

とり。 万満寺に通じる路

上で講師の説明を聞く

参加者。

▶

▶

松戸市内の虐殺現場を歩く松戸市内の虐殺現場を歩く

フィールドワークフィールドワーク （2024 年 7 月 4 日）（2024 年 7 月 4 日）



単身や単身や、、身寄りのない高齢者へ身寄りのない高齢者へ
の支援の必要性の支援の必要性

政策実現フォーラム社民の主張政策実現フォーラム社民の主張
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市役所用地取得議案市役所用地取得議案
　反対 13　賛成 30 で議決　反対 13　賛成 30 で議決

　この議案は、相模台の旧法務局跡地 8740 ㎡の

土地を 33 億 5 千万円で市役所用地として購入す

るもので、敷地内には旧法務局建物があり、この

解体費用約 3 億円と併せると実質 36 億 5 千万

円での購入となります。また本議案は、市が 1 月

31 日に示した市役所段階的整備案の第一ステッ

プ、3 万７千㎡の新庁舎建設想定のうち２万㎡の

庁舎移転建て替えが前提になっています。

反対理由　①　「事業費」が不明

　一般質問で費用についてその見込み額を明らか

にしたうえで、「現地建て替えとの比較をするべき

では？」と何度も聞いたが、市は第一ステップの

事業見込みさえ明らかにしようとしない点。

反対理由　②　市役所機能再編整備基本構想

　基本構想を

変 え な い、 こ

の市の姿勢は

納得がいきま

せ ん。 今 回 購

入する土地に

すべてを建て

ようとしてい

た前回までの

案と、今回の段階的整備案とが同じであるはずがあ

りません。また、市は基本構想で立地場所の判断を、

「立地適正の評価や、事業費比較結果を総合的に勘

案し、、移転建て替えが得策」としています。つま

りは費用比較をしたうえで移転を選んだと言ってい

ました。しかし今回は費用を明らかにしていないの

で、比較などできるわけがありません。

　つまりは今回の段階的整備案は、市がどうして

移転を選んだかその根拠が不明です。市の一番の

長寿化、超高齢社会となり単身の高齢者や身寄

りのない高齢者等の身元保証の対応が問題になっ

ています。国においても高齢化の進展や核家族化、

単身世帯増加の中で、高齢者の意思決定の支援、

サポートの必要性が課題とされ、「高齢者等終身サ

ポート事業者ガイドライン（案）」が検討されてい

ます。

　身寄りのいない方、単身の方々が病院を受診した

り、介護施設等を利用する際に身元保証人、身元引

受人を求められご苦労があります。医療面ではとり

わけ受診を拒むことは認められていないはずです

が、必須条件にしている所もあるとのこと。介護施

設では逆に「身元保証不要」を売りとして強調して

いる様子も。

　国のガイドラインの検討は「身元保証」を見直す

のではなく、これを担う事業者を前提にしているこ

とが心配されます。

そこで市がこれをどのように考え、対応しようとし

ているのかを質問しました。

福祉長寿部長答弁福祉長寿部長答弁

　病院への入院や施設への入所については , 本来身

元保証人等がいないことを理由に拒否してはならな

いとされている。一方、病院や施設が、高齢者本人

が対応できない場合の支払い等、リスク回避の一環

として身元保証人を求めている場合があると聞き及

ぶ。

　身寄りのない高齢者はこれらの状況に加え、認知
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会派幹事長　原会派幹事長　原 ゆうじ市議の討論ゆうじ市議の討論

症などで判断能力

が不十分になった

場合の入院・入所

手続きにも不安を

感じていると認識

している。

　 市 と し て 不 安

を 解 消 す る 方 策

の一つとして、成年後見制度の周知を目的とし

た講演会の開催など積極的に普及啓発を行って

いる。本人の福祉を図るために成年後見制度の

利用が必要な状況にもかかわらず、申立人が不

在の場合には、適宜市から申し立てを実施して

いる。いきいき安心センターに相談があった場

合は成年後見制度の説明のほか、希望に応じて

身元保証に関する民間事業者などの情報提供を

行う場合もある。今後この事業への需要は高まっ

ていくと考えられ、国において順守すべき法律

上の規定や留意すべき事項等を関係者横断で整

理し、ガイドラインが策定された。

　今後市民の方々が適切に事業者を選択できるよ

うな取り組みを検討する。

工藤市議の要望工藤市議の要望
単身や身寄りのない、頼るところのない方々の

問題が認識されているものの、国のガイドライン

は民間事業者への対応であり、高齢者に寄り添う

ものではないと思われる。超高齢社会、認知症の

拡大等いつ誰がどんな被害に巻き込まれるかわか

らない状況。事業者だよりではなく公的に市民の

人権が侵害されることのないよう、今後の課題と

して対応をお願いする。

課題である市役所の建て替えにおいて、大きな政策

転換を図ろうとしているのに、その根拠さえ示さな

い、市民への説明責任を放棄するものです。

（事業費見込みについて）

　第２ステップ以降の事業費見込額は無理にして

も１月３１日の委員会で、建設費の高騰について

「約３割アップ」と自らが説明。基本構想での事業

費見込で１㎡当たりの建築単価は５８万円と示さ

れています。主要な事業費は建設費であり、市で

想定した建築単価と床面積で、58 万×１．３× 2

万㎡＝ 150 億 8 千万円。これに土地購入費、既

存建物解体費 3 億円、その他構想案にある移転費

用が、１，3 億円、周辺整備 14 億円、現本館・

新館解体費が 13 億円など。これら合計でおよそ

２１７億円と試算可。

　なぜ大まかな見込さえ示さないのでしょうか。

反対理由　③　仮庁舎を検討しない

　第一ステップ完了までの 8 年間、耐震不足の本館・

新館について「仮庁舎を検討しない」とする市の方

針です。これが最大の反対理由です。

市は本館・新館の耐震性を示す指標である、IS 値を

０．３と HP 上に掲載しています。この数値は震度

６～７の地震で、「倒壊する危険性がある」とする

IS 値０．３以上０．６未満のゾーンで、最低な数字で

す。市は過去に行った包帯工法施工を理由に、一定

のリスクは回避できているといいます。

　一方で耐震診断は平成７年（１９９５年）実施で

あり、コンクリート強度、中性化の可能性は否定で

きないとも述べている。よって経年指標は低下、IS

値は０．３を切っているとみるのが妥当と考える。

なおかつ、平成８年市が行った第３次診断結果を見

ると、新館１１階層中、７階層では０．３未満、最

小値が０．２５でした。市は第３次診断結果は有効

と認めており、現在の IS 値は震度６から７の地震

で倒壊する危険性が高いとされる０．３未満との認

識は共通のはずです。その他、業務の集約も未解決。

　耐震不足を認識しながら、職員・市民の命を守

るべき市として、これでいいのか！と考え、庁舎

移転用地購入の議案への反対討論とします。

＊紙面の都合で原稿要約しています。

入院や施設入所に本来入院や施設入所に本来
身元保証は不要身元保証は不要


